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日本航空（JAL）は 2010 年 1 月に会社更生法を申請、経営破綻した。しかし、政府系の
企業再生支援機構が 3500 億円を出資、政府系の金融機関である日本政策投資銀行などが
6,000 億円の融資を実行する体制を整えることで、収益力が急回復、破綻から 2 年 8 か月後







 筆者は今回の JAL の再生は二つの課題を残したことを指摘したい。 
 一つ目は、健全な競争環境を歪めた点である。日本国内の競争は JALと全日本空輸（ANA）
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日本航空（JAL）は 2010 年 1 月に会社更生法を申請、経営破綻した。政府系の企業再生




 経営破綻から一転して JAL は高収益企業に生まれ変わった。2012 年 3 月期決算では、本
業の儲けを示す営業利益が 2,049 億円、純利益は 1,866 億円と、JAL の過去最高益を更新し
ただけでなく、世界でもトップクラスの利益を稼ぎ出すまでの劇的な復活を果たした。そし

















 しかし、筆者は今回の JAL の再生は二つの点で大きな課題を残したと考えている。 
















 JAL の経営危機が決算上、表面化したのは 2009 年 3 月期決算を発表した 09 年 5 月 12 日
である。連結売上高が前年同期比 12.5％減の 1 兆 9511 億円、本業の儲けを示す営業利益は
900 億円の黒字から 508億円の赤字に転じた。純利益も 169 億円の黒字から 631 億円の赤字
に陥った。JAL は、「航空輸送事業の収入が下期以降の世界的な景気悪化を背景とした航空 
需要の減少を主因に前年を下回った」とした上で、国際線旅客について「ビジネス旅客の急
激な減少や円高により…6.7％減の 7,035 億円となりました」としている 1)。国内線の旅客収
入が 1.6％減にとどまっていたのに対して国際線が、6.7％と大幅に落ち込んでいることが特
徴で、大幅な赤字決算の要因となっている。 
 2008–10 年の JAL の中期経営計画 2) では、国際線の旅客単価を 07 年度から 2 年間で約 2
割も上昇させる計画だった。これに国際旅客需要拡大を加えて、国際線の収入を 07 年度計











 では、なぜ JAL は、プレミアム戦略に乗り出したのか。筆者の取材に対して当時の JAL
の執行役員の一人は「コストでは LCC に太刀打ちできない。われわれの人件費の構造や既
存のビジネスモデルで考えれば、差別化して収益を確保する方法はプレミアム戦略しかなか
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達するとの試算が示されている｡会社更生法を申請した段階での JAL の債務超過額は 8,600
億円となった。機材の退役費用がバランスシートを大きく悪化させることになったのである。 










も大きな打撃を与えることになった。多頻度運航の時代に、B747 は負の遺産として JAL の
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資産と収益の両面に大きな損失を与えたのである。 
タスクフォースは JAL の路線をビジネスとレジャーの大きく二つに区分した上で、それぞ















きだとした。タスクフォースの案では、国内線では 29 路線、国際線では 16 路線からの撤退
計画が示された。 
会社更生法を申請した後の 2010 年 4 月 28 日に公表した資料 6) によると、09 年に実施し
た路線撤退と 10 年の計画を合わせると国際線は 28 路線、国内線については 50 路線から撤
退することとなった。タスクフォースの計画を上回る路線撤退を進めた格好である。この結
果、事業規模は座席キロベース（ASK）で、2008 年度比で国際線が 4 割、国内線が 3 割の
縮小となった。 
さらに、過剰な人員も経営の重荷となっていた。タスクフォースは組織のダウンサイジン
グ戦略で、2年間でグループ全人員約 5万人を 9300人削減する計画を示した。海外 23か所、
国内 4 か所の 27 か所の拠点を閉鎖、中核的な事業以外を売却、必要な子会社については統
合を進め、関連会社を現在の 115 社から 50 社以下に大幅に絞り込む計画を立てた。 
JAL は、会社更生法の申請に合わせて作成した更生計画案では、1 万 6 千人の人員削減を
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ANA の売上高は 1 兆 4115 億円、営業利益は 970 億円、純利益は 281 億円である。JAL
は国際線で 4 割、国内線で 3 割も事業規模を縮小したこともあり、売上高では ANA を 2 千
億円以上も下回っている。しかし、営業利益は 2 倍以上の水準を確保、純利益では約 6.6 倍
となっている。両社の差は、どこで生まれたのか。 
営業利益の差を説明する上で有効なのは「販売費及び一般管理費」である。JAL の 1511
億円に対して ANA は 2278 億円と大きな差が出ている。販売費及び一般管理費には、従業員
の給与や役員報酬などの人件費、販売促進費や広告宣伝費などが含まれる。JAL が、販売費
































































法務省の統計 10) によると日本の出入国者数は 1950 年の 5 万 8 千人から 90 年には 2800 万
人まで急拡大した。バブル崩壊の打撃を受けた 91年以降も、ほとんどの年で成長を続け 2000
















 成田の発着枠は 2009 年の年 20 万から 14 年には 30 万回と 1.5 倍に広がる。そして国際化
した羽田も 09 年の 3 万回から 14 年には 9万回と実に 3 倍になる。両空港を合わせると首都








 次に市場が成熟化、不安定した 21世紀に入って、JAL、ANA を中心とした世界の航空会
社の競争力がどう変化したのかを分析してみる。 
各社の公表資料 12) などでアジアの航空会社の国際線規模を比較してみた。2000 年には国
際線運航実績（旅客キロ）でトップに立っていた JAL は 2011 年には 5 位に転落した。ANA
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も 8 位である。1 位は香港を拠点とするキャセイ・パシフィック航空、2 位は韓国の大韓航
空、3 位は中国の中国国際航空、4 位は台湾の中華航空だった。アジアの成長を取り込んだ
中韓台勢が躍進する一方、日本勢は低迷している。JAL の輸送規模はキャセイの 3 分の 1 以
下で海外のライバルに大きく引き離されている。 
 しかも、日本勢は主戦場である日本発着の国際線で外資にシュアを奪われている。航空輸
送統計年報や日本政府観光局 13)の出国者のデータなどから推計すると日本勢の 2000 年のシ
ェアは 43％だった。しかし 05 年には 37％、JAL 破綻前の 09 年には 35％に低下、10 年に





 関空のデータ 14) によると日本勢のシェアは 2003 年冬の 40％から 11 年冬には 17％まで
一気に落ちている。中韓勢の攻勢が要因である。関空での現象は自由化が進めば競争力のあ
る外資が市場を席巻することを如実に示している。成田の日本勢のシェア 15) は 03 年冬の












 航空関係者の間では「JAL と ANA はそれぞれ 3大グループの一角を占めている。経営の
将来を悲観すべきでない」との声も聞かれる。 





えないのである。例えば欧州の場合、2000 年から 10 年の国内線・国際線の合計旅客キロで
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みると17) エールフランスとKLMオランダ航空を保有するグループ会社とルフトハンザ航空
は長距離、近距離路線をバランスよく維持した結果、輸送量を 3 割～4 割程度も伸ばした。
一方でイタリアのアリタリア航空やスイス・インターナショナル・エアラインズ、オースト





の旅客数を成田や仁川の公表資料 18) で比べてみる。2007 年と 11 年の増減をみると成田が
13％減の一方、仁川は 46％増だった。 
 この差を生み出したのは主力の航空会社のネットワーク力の違いである。 







 羽田と成田をアジアのハブにすることは JAL や ANA の収益力だけでなく、日本経済全体
の成長にも貢献する戦略となると考えられる。 














線を維持できたことの 3 点に集約できると考える。 
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筆者は JAL への政府支援については、管理されない形での突然の破綻で国民の足が混乱す
ることによる経済的な打撃を考えれば一定の正当性があったと考える。ただ、会社更生法と






ーダーになってはいけないなどという EU ルールがある20)。 
JAL の政府による支援についても、政府・与党が競争環境に配慮した EU ルールのような
調整手段を検討する必要があったのではないかと考える。 
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